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研究に専念する時間の確保について（中間まとめ案）より抜粋

参考資料：研究DX研究データの管理・利活用
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ガイドライン
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参考資料：研究DX研究データの管理・利活用
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【研究設備・機器の規模イメージ】

【設備の規模】 基盤的設備
大型設備

学内共同に資する
中規模設備

学外共同に資する
中規模設備

個人・研究室・学科・専攻 大学・研究機関【設備の運用主体】

※ 下表に記載した事業のほか、大学共同利用機関や国
公私立大学の共同利用・共同研究拠点を中心に取り
組む、分野の先導、新分野の創生、それらを担う人材
の育成に必要な、当該分野に共通した研究基盤・体制
の整備・構築を、国立大学法人運営費交付金等にて支
援

産
業
界
＋

全
国
＋

地
域
＋

機
関
内

【
共
用
の
範
囲
イ
メ
ー
ジ
】

先端研究基盤共用促進事業
・新たな共用システム導入（2016～2020）

設備サポートセンター
（第１期：2011～2015）

先端研究基盤共用促進事業
・先端研究設備プラットホーム（2021~）
・共用プラットフォーム（2016~2020）

大学連携研究設備ネットワーク
旧：化学系研究設備有効ネットワーク

（2007～）

設備サポートセンター
（第２期：2016～2020）

先端研究基盤共用促進事業
・コアファシリティの構築（2020～）

Ø 産学官に共用可能な研究基盤について、
全国利用可能なプラットフォームを形成

Ø 国立研究開発法人等も対象

 物質科学分野全般
 自然科学研究機構
 研究設備の全国的な共同利用システムを構築

 大学の機能強化に貢献する大学共同利用機関の
役割として国立大学法人運営費交付金にて支援

 全国的な観点で設備の新たな共同利用体制の構築に資する取組を支援
 国立大学の共通政策課題として国立大学法人運営費交付金にて支援
 計９大学

 各大学単位で全学的な設備の共同利用体制・システムの構築を支援
 国立大学の共通政策課題として国立大学法人運営費交付金にて支援
 ３年時限のスタートアップ経費
 計13大学

 機関の統括部局の機能を強化し、機関全体として
設備・機器を戦略的に導入・更新・共有する仕組
みを構築

 競争的資金等で購入・運用される設備の学科・専攻単位で
の一元的な共用システムの構築

生命科学・創薬
研究支援基盤事業
旧：創薬等ライフサイエンス

研究支援基盤事業

（BINDS）（2017～）

Ø ライフサイエンス分野
Ø 先端研究基盤の整備

・維持・共用

マテリアル
先端リサーチ

インフラ
（2021～）

Ø 物質・材料分野
Ø 共用設備を通じて

創出されるマテリ
アルデータを全国
で利活用可能な
形式で共有

ナノテクノロジー
プラットフォーム
（2012～2021）

Ø 物質・材料分野
Ø 全国的な共用体制

の構築支援

革新的
ハイパフォーマンス・
コンピューティング・

インフラ
（HPCI）（2012～）

Ø 計算科学分野
Ø 国内の大学等のスパ

コンを高速ネットワー
クでつなぎ、全国のユ
ーザに提供

④分野別設備のプラットフォーム形成

①大学等における共用体制・
設備マネジメント体制の整備

③先端設備のプラットフォーム形成

②大学の枠を越えた設備ネットワークの構築

⑤共同利用・共同研究体制の構築
中間まとめ
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参考資料：研究設備・機器の共用化促進
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「共用化対象」の資産は一定のデータを収集できている（国大65/対象70機関）。共用化対象の資産は全
体の約17％。ただし5機関は共用対象資産の回答なし。また12機関より、部局管理設備の共用状態は不明
等、大学全体としては設備の共用状況を把握しきれていない状況あり。

大学類型別の共用対象資産の件数（降順）

※機関によっては把握している一部の回答、共用対象資産の件数のみの回答となっている点に留意。

3,389 , 10%
2,470 , 7%

28,011 , 83%

研究設備・機器の共用状況構成比（全機関）

共用対象資産_うち、「機関外利用可」の
共用対象資産の件数
共用対象資産_うち、「機関内専用」の共
用対象資産の件数
共用対象”外”資産の件数

中間まとめ研究設備・機器の共用件数（2020）：国大

内閣府 科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術・イノベーション会議有識者議員との会合（令和４年９月１日）
研究に専念する時間の確保について（中間まとめ案）より抜粋

参考資料：研究設備・機器の共用化促進
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